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�愛媛県告示第１３５号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条の２第２項の

規定による届出を審査した結果、次の加入区について、同法第１１２

条第１項の規定による同意があったと認めたので、同法第１１２条の

２第３項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）

第２６条の３の規定により告示する。

平成３０年２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

（南予地方局産業経済部管内）

四ツ浜加入区

�愛媛県告示第１３６号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１３条の２第１項第

１号の規定により、次の加入区について、漁船損害等補償法に基づ

く付保義務の発生（平成２６年２月愛媛県告示第１７０号）による保険

に付すべき義務は、平成３０年２月１２日限り消滅したので、同条第２

項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）第２６

条の３の規定により告示する。

平成３０年２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

（南予地方局産業経済部管内）

四ツ浜加入区

�愛媛県告示第１３７号
愛媛県屋外広告物審議会規程（昭和３６年２月愛媛県告示第１３８号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成３０年２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 漁船損害等補償法に基づく付保義務の発生………………………………………………………………………………………………………………（水産課）……７１

○ 漁船損害等補償法に基づく付保義務の消滅………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……７１

○ 愛媛県屋外広告物審議会規程の一部改正……………………………………………………………………………………………………………（都市計画課）……７１

○ 開発行為に関する工事の完了……………………………………………………………………………………………………………（中予地方局建築指導課）……７２

○ 道路の区域変更（県道落合�万線）…………………………………………………………………………………………（中予地方局�万高原土木事務所）……７２

○ 道路の供用開始（ 〃 ）…………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……７２

○ 道路の供用開始（県道宿毛城辺線）………………………………………………………………………………………………（南予地方局愛南土木事務所）……７２

公 告

○ 広報紙の印刷及び配布業務の委託……………………………………………………………………………………………………………………（広報広聴課）……７２

○ 愛媛県基幹ネットワークシステム運用管理・支援及び利用支援業務の委託……………………………………………………………………（情報政策課）……７３

監 査 公 表

○ 財政援助団体等監査結果の公表（３件）……………………………………………………………………………………………………………（監査事務局）……７５

教育委員会規則

○ 愛媛県県立学校管理規則の一部を改正する規則……………………………………………………………………………………………………（高校教育課）……７８

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

改 正 後 改 正 前

第３条 委員は、次に掲げる者のうちから知事が命じ、又は委嘱す

る。

�～� 省略

� 屋外広告業関係団体の役員 １人

�～� 省略

第３条 委員は、次に掲げる者のうちから知事が命じ、又は委嘱す

る。

�～� 省略

� 四国旅客鉄道株式会社関係者 １人

�～� 省略

毎週（火・金）曜日発行 第２９４９号 平成３０年２月１３日

平成３０年２月１３日火曜日 第２９４９号

愛 媛 県 報

７１



��������������

��������������

��������������

公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成３０年２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

広報紙の印刷及び配布業務の委託

� 委託業務名及び数量

広報紙の印刷及び新聞折り込み業務、一式

� 委託業務の内容等

仕様書による。

� 委託期間

�愛媛県告示第１３８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成３０年２月１３日

愛媛県中予地方局長 福 井 琴 樹

�愛媛県告示第１３９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局�万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。
平成３０年２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局�万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。
平成３０年２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３０年２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２９中局建（開）第３７号

平成３０年２月５日
伊予市下吾川字柳８１番、８１番地先水路

松山市古川北四丁目８番２７号

株式会社 共栄建設

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 落合�万線

上浮穴郡�万高原町菅生１番耕地３６９番２地先 旧 ５．３～８．３ ０．０４０

上浮穴郡�万高原町菅生１番耕地３６９番３ 新 ５．４～９．０ ０．０４０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 落合�万線 上浮穴郡�万高原町菅生１番耕地３６９番３ 平成３０年２月１３日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宿毛城辺線 南宇和郡愛南町脇本３９６番１地先 平成３０年２月１３日

愛 媛 県 報平成３０年２月１３日 第２９４９号
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契約締結の日から平成３１年３月３１日まで

� 委託業務に係る成果品の納入場所

仕様書による。

� 入札方法

入札金額は、一部当たりの単価とすること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額をもって落

札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契

約金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２９・３０・３１年度の製造の請負等に係る

一般競争入札に参加する資格を有すると認められ、かつ「特定調

達参加希望」の登録をしている業者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務と同程度の印刷及び新聞折り込み業務の実績を有し、

委託業務について、適切に履行し得る体制が整備されているこ

とを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県企画振興部政策企画局広報広聴課広報係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２４１

� 入札書の受領期限

開札の日時に開札の場所へ持参して提出するか、又は平成３０

年３月２８日（水）午前１０時００分まで（必着）に�に掲げる場所
に郵送（書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法

律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定する一般信書便

事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による

同条第２項に規定する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるも

の。以下「郵便等」という。）により提出すること。

� 入札説明書の交付方法

ア �に掲げる場所で交付する。
イ 交付期間

公告の日から平成３０年３月１６日（金）まで。ただし、執務

時間中（土曜日、日曜日及び祝日を除く午前８時３０分から午

後５時１５分までをいう。以下同じ。）に限る。

� 開札の日時及び場所

平成３０年３月２８日（水）午後２時３０分

愛媛県庁第二別館５階第４会議室

� 入札書の提出方法

持参又は郵便等により提出すること。電送による提出は認め

ない。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加資格確認

申請書（以下「確認申請書」という。）を知事に提出し、入札

参加資格の確認を受けること。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 確認申請書の受領期限

平成３０年３月１６日（金）午後５時１５分までに、３の�に掲
げる場所へ持参して提出、又は郵送すること。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

委託業務を履行できると知事が判断した入札者であって、愛

媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の

制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったものを落

札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：Printing

a monthly newsletter and inserting it into newspapers，１ set

� Time limit of tender：２：３０ p．m．，２８March２０１８

（tenders submitted by mail：１０：００ a．m．，２８March２０１８）

� For further information，please contact： Public Relations

Section，Public Relations Division，Policy and Planning

Subdepartment，Planning and Development Department，

Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２２４１

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成３０年２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県基幹ネットワークシステム運用管理・支援及び利用支

援業務の委託

� 委託業務名及び数量

庁内ＬＡＮシステム運用管理・支援及び利用支援業務 一式

農業土木システム運用管理・支援及び利用支援業務 一式

土木システム運用管理・支援及び利用支援業務 一式

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 委託期間

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで

� 委託業務の履行場所

知事が指定する場所

愛 媛 県 報平成３０年２月１３日 第２９４９号

７３



� 入札方法

� この入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負等編）

に基づき、所定の手続きにより紙入札を承諾した場合を除き、

入札書の提出、開札等の行為を電子入札システムにより行う。

なお、電子入札システムの利用者登録を行っていない入札

参加資格者が応札する場合は、紙入札を行うものとする。

� 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２９年度、平成３０年度及び平成３１年度の

製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認め

られ、かつ「特定調達参加希望」の登録をしている業者で、次の

事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 本委託業務と同程度以上のネットワークシステム及び仮想環

境におけるサーバ等の運用管理・支援及び利用支援業務の提供

に関して十分な実績を有し、入札参加資格確認申請書の提出に

より適切かつ確実に委託業務が開始できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中で

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

電子入札システムにより提出すること。ただし、紙入札によ

る場合にあっては、次の掲げる場所へ、持参又は郵送等（書留

郵便等の配達記録が残るものに限る。以下同じ。）により提出

すること。

愛媛県企画振興部政策企画局情報政策課行政情報グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２８９

� 入札書の受領期限

ア 電子入札による場合は、平成３０年３月２６日（月）から平成

３０年３月２７日（火）午前９時５９分までの電子入札システム稼

働時間中（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例

第３号）第１条第１項に規定する県の休日（以下「県の休日」

という。）以外の日の午前９時から午後８時までをいう。以

下同じ。）に提出すること。

イ 紙入札による場合は、平成３０年３月２６日（月）から平成３０

年３月２７日（火）午前９時５９分までの受付時間中（県の休日

以外の日の午前８時３０分から午後５時までをいう。以下同じ。）

に�に掲げる場所に持参又は郵送等（書留若しくは簡易書留
又は信書便でこれらに準ずるものに限る。以下同じ。）によ

り提出すること。

ウ 郵送等により入札書を提出する場合は、平成３０年３月２７日

（火）午前９時５９分までに、�に掲げる場所に必着のこと。

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成３０年３月２７日（火）午前１０時

愛媛県庁本館１階 システム設計室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加資格確認

申請書（以下「確認申請書」という。）を知事に提出し、入札

参加資格の確認を受けること。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 確認申請書の提出場所及び提出方法

電子入札により提出すること。ただし、紙入札方式による

場合にあっては、３の�に掲げる場所へ、持参又は郵送等に
より提出すること。

イ 確認申請書の受領期間

� 電子入札による場合は、平成３０年２月１３日（火）から平

成３０年３月９日（金）までの電子入札システムの稼働時間

中に提出すること。

� 紙入札による場合は、平成３０年２月１３日（火）から同年

３月９日（金）までの受付時間中に３�に掲げる場所へ持
参又は郵送等により提出すること。

ウ 郵送等による確認申請書の取扱い

郵送等により確認申請書を提出する場合は、平成３０年３月

９日（金）午後５時までに、３�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

委託業務を履行できると知事が判断した入札者であって、愛

媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の

制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったものを落

札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Operation management and Use support service for

Administrative Affairs Local Area Network，１ set

Operation management and Use support service for

Agricultural Engineering System，１ set

Operation management and Use support service for Public

Works System，１ set

� Time limit of tender：９：５９ a．m．，２７March２０１８
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監 査 公 表

� For further information，please contact： Administrative

Computerization Group，Information Technology Division，

Pol icy and Planning Subdepartment， Planning and

Development Department，Ehime Prefectural Government，

４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２２８９

�公表第２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成３０年２月１３日

愛媛県監査委員 山之内 芳 夫

同 岡 田 清 隆

同 大 西 渡

同 三 宅 浩 正

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

学 校 法 人 松 山 学 院 平成２９年１１月２７日

学 校 法 人 松 山 聖 陵 学 園 〃

学 校 法 人 帝 京 科 学 大 学 〃

学 校 法 人 ロ ザ リ オ 学 園 〃

学 校 法 人 菊 本 学 園 〃

学 校 法 人 創 志 学 園 〃

愛 媛 県 自 転 車 新 文 化 推 進 協 会 〃

一 般 社 団 法 人 愛 媛 県 バ ス 協 会 〃

愛 媛 県 人 権 対 策 協 議 会 〃

公益社団法人愛媛県紙パルプ工業会 〃

一 般 財 団 法 人 永 頼 会 〃

特定非営利活動法人ひだまり工房 〃

今 治 商 工 会 議 所 〃

西 条 商 工 会 議 所 〃

愛媛・韓国経済観光交流推進協議会 〃

愛媛県土地改良事業団体連合会 〃

宇 摩 森 林 組 合 〃

砥 部 町 森 林 組 合 〃

社 会 福 祉 法 人 な ご み の 会 〃

社 会 福 祉 法 人 幸 楽 〃

社会福祉法人伊方社会福祉協会 〃

松 山 市 〃

公立大学法人愛媛県立医療技術大学 平成２９年１２月１８日

公益財団法人えひめ産業振興財団 平成２９年１２月２０日

愛 媛 県 森 林 組 合 連 合 会 〃

社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 平成２９年１２月２１日

公益財団法人えひめ農林漁業振興機構 〃

一般財団法人愛媛県廃棄物処理センタ
ー 〃

公益財団法人松山観光コンベンション
協会 〃

（監査の結果）

平成２８年度において実施された上記団体に対する次の補助金等に係る

出納その他の事務について、それぞれ監査を実施したところ、おおむね

良好と認められた。

事 業 主 体 補助金等の
名 称 補助対象事業等 補 助 対 象

事 業 費 等 補助金額等

学校法人
松 山 学 院

平成２８年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金

松山城南高等学
校の運営費

５５０，
９３２，０１４円

２０９，
４６３，０００円

〃 平成２８年度
愛媛県私立
高等学校授
業料減免事
業補助金

低所得世帯の授
業料軽減補助
（松山城南高等
学校）

２，
９３０，４００円

２，
９３０，４００円

学校法人
松山聖陵学園

平成２８年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金

松山聖陵高等学
校の運営費

５８６，
２６３，９４６円

３２９，
８３０，０００円

〃 平成２８年度
愛媛県私立
学校施設耐
震補強促進
事業費補助
金

教棟の耐震補強
事業
（松山聖陵高等
学校）

１０３，
１６６，５９９円

１５，
９４４，０００円

〃 平成２８年度
愛媛県私立
高等学校授
業料減免事
業補助金

低所得世帯の授
業料軽減補助
（松山聖陵高等
学校）

４，
２２６，８００円

４，
２２６，８００円

学校法人
帝京科学大学

平成２８年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金

帝京第五高等学
校の運営費

４２７，
７０３，２８９円

１４４，
９９４，０００円

〃 〃 帝京冨士高等学
校の運営費

８４，
１０５，５７１円

１２，
８６４，０００円

〃 〃 帝京冨士中学校
の運営費

３８，
７９８，７１８円

５，
８９８，０００円

学校法人
ロザリオ学園

平成２８年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金

道後聖母幼稚園
の運営費

５２，
８０８，３９２円

２５，
３９３，０００円

〃 〃 海の星幼稚園の
運営費

７２，
４２７，２１７円

３６，
３５８，０００円

〃 平成２８年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金（幼
稚園特別支
援教育費補
助）

道後聖母幼稚園
の障がい幼児教
育に係る運営費

３８２，１４９円 １８１，５４４円

〃 平成２８年度
愛媛県私立
幼稚園等子
育て総合支
援事業補助
金

道後聖母幼稚園
の子育て相談事
業等

１，
０６０，０００円

１，
０６０，０００円

〃 〃 海の星幼稚園の
子育て相談事業
等

１，
３１０，０００円

１，
３１０，０００円

学校法人
菊 本 学 園

平成２８年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金

菊本幼稚園の運
営費

８７，
３２８，０６７円

４８，
９３２，０００円

〃 平成２８年度
愛媛県私立
幼稚園等子
育て総合支
援事業補助
金

菊本幼稚園の子
育て相談事業等

１，
７６０，０００円

１，
７６０，０００円

学校法人
創 志 学 園

平成２８年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金

環太平洋大学短
期大学部附属幼
稚園の運営費

４７，
９６１，２９１円

１９，
３９２，０００円
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〃 平成２８年度
愛媛県私立
幼稚園等子
育て総合支
援事業補助
金

環太平洋大学短
期大学部附属幼
稚園の子育て相
談事業等

１，
３１０，０００円

１，
３１０，０００円

愛媛県自転車新
文化推進協会

平成２８年度
愛媛県自転
車新文化推
進協会負担
金

誘客促進事業、
愛媛サイクリン
グの日事業、自
転車新文化普及
事業、四国一周
サイクリング事
業

７７，
９３８，０００円

５５，
７２３，０００円

一般社団法人
愛媛県バス協会

平成２８年度
愛媛県運輸
事業振興助
成交付金

バス共同整備に
よる利用促進、
バス停留所の整
備等

１８，
４９１，１３１円

１３，
７４１，０００円

愛媛県人権対策
協議会

平成２８年度
愛媛県人権
対策協議会
補助金

愛媛県人権対策
協議会の運営費

６，
２７１，５７８円

５，
０００，０００円

公益社団法人
愛媛県紙パルプ
工業会

平成２８年度
愛媛県紙産
業資源循環
促進支援事
業費補助金

研究・開発等事
業、技術・設備
導入事業等（製
紙企業等）

７４，
６６１，９８５円

２６，
０３５，４１０円

〃 〃 研究・開発等事
業（団体）

６，
６３７，３６０円

５，
０００，０００円

一般財団法人
永 頼 会

平成２７年度
愛媛県医療
施設耐震化
整備事業費
補助金（繰
越）

病院耐震化に係
る改築工事

９３０，
０９９，０００円

２３５，
０８９，０００円

一般社団法人
松山市医師会

平成２７年度
愛媛県看護
師等養成所
施設整備事
業費補助金

看護専門学校増
改築工事（平成
２７年度）

３９３，
３６０，０００円

１８９，
８１０，０００円

〃 平成２８年度
愛媛県看護
師等養成所
施設整備事
業費補助金

看護専門学校増
改築工事（平成
２８年度）

６７，
５００，０００円

３３，
７５０，０００円

特定非営利活動
法人
ひだまり工房

平成２８年度
愛媛県障が
い児（者）
施設等施設
整備費補助
金

障害者支援施設
の新築工事及び
生産設備機器整
備

１２６，
７２９，６８４円

９５，
０４７，０００円

今治商工会議所 平成２８年度
小規模事業
経営支援事
業費補助金

経営改善普及事
業等

６５，
２６８，７５１円

５９，
４６６，７１１円

西条商工会議所 〃 〃 ５８，
２６６，５９４円

４７，
７８７，５２７円

愛媛・韓国経済
観光交流推進協
議会

平成２８年度
愛媛・韓国
経済観光交
流推進協議
会負担金

韓国に関する国
際観光推進事業
及び松山空港国
際線緊急対策事
業

２７，
３２２，２２１円

１６，
６１９，０００円

愛媛県土地改良
事業団体連合会

平成２８年度
愛媛県土地
改良区体制
強化事業費
補助金

施設・財務管理
強化対策、受益
農地管理強化対
策、研修・人材
育成

７，
３９２，０００円

５，
５４４，０００円

〃 平成２８年度
愛媛県土地
改良施設維
持管理適正
化事業補助
金

土地改良施設の
補修、更新（１２
地区）

４３，
０００，０００円

１２，
９００，０００円

〃 平成２８年度
愛媛県農業
農村整備事
業補助金

農業用河川工作
物応急対策に係
る調査計画

４，
０００，０００円

４，
０００，０００円

〃 〃 ため池整備に係
る調査計画

４，
５００，０００円

４，
５００，０００円

〃 〃 基盤整備に係る
調査計画（西条
市）

４，
０００，０００円

２，
０００，０００円

〃 〃 基盤整備に係る
調査計画（今治
市）

３，
０００，０００円

１，
５００，０００円

宇摩森林組合 平成２８年度
愛媛県森林
そ生緊急対
策事業費補
助金

森林境界の明確
化

７１７，０７５円 ６７５，０００円

〃 平成２８年度
愛媛県造林
事業補助金

森林環境保全直
接支援（間伐、
森林作業道整
備、下刈）

５２，
４１１，４９０円

２０，
９６４，５９６円

〃 〃 環境林整備事業
（間伐）

７，
３５０，０００円

２，
９４０，０００円

〃 平成２８年度
愛媛県造林
事業補助金
（主 伐 推
進）

森林環境保全直
接 支 援（再 造
林、鳥 獣 防 護
柵、下刈）

２，
９４７，９５０円

１，
１７９，１８０円

〃 〃 環境林整備事業
（再造林、鳥獣
防護柵）

９，
７８７，９６０円

３，
９１５，１８４円

〃 平成２８年度
主伐推進緊
急再造林対
策事業費補
助金

森林環境保全直
接 支 援（再 造
林、鳥 獣 防 護
柵、下刈）

２，
９４７，９５０円 ３５５，７２０円

〃 〃 環境林整備事業
（再造林、鳥獣
防護柵）

９，
７８７，９６０円 ８８９，０４０円

〃 平成２８年度
愛 媛 県 合
板・製材生
産性強化対
策事業費補
助金

間伐実施等（間
伐、森林作業道
整備）

２１，
７５７，２１２円

１９，
００５，０００円

〃 〃 路網整備（森林
作業道整備）

５，
８９６，２９６円

５，
６００，０００円

砥部町森林組合 平成２８年度
愛媛県造林
事業補助金

森林環境保全直
接支援（間伐、
森林作業道整
備、下刈）

７８，
８４５，０５０円

３１，
５３８，０２０円

〃 〃 機能回復整備
（花粉発生源植
え替え）

６，
７２４，６５０円

２，
６８９，８６０円

〃 〃 環境林整備（間
伐・保育）

１２，
５４２，９４０円

５，
０１７，１７６円

〃 平成２８年度
愛 媛 県 合
板・製材生
産性強化対
策事業費補
助金

路網整備（森林
作業道整備）

２０，
９３２，０００円

２０，
０００，０００円

〃 平成２８年度
未整備森林
間伐事業費
補助金

関連条件整備活
動（森林所有者
特定調査等）

１，
４１２，２５０円

１，
４００，０００円

社会福祉法人
な ご み の 会

平成２８年度
愛媛県軽費
老人ホーム
事務費補助
金

ケアハウスなご
みの運営費

２２，
６４７，３８０円

１０，
８６７，０００円

社会福祉法人
幸 楽

〃 ケアハウス幸楽
の運営費

４７，
４６８，００８円

２１，
８０９，０００円

社会福祉法人
伊方社会福祉協
会

〃 ケアハウスつわ
ぶき荘の運営費

２６，
５６０，４４３円

２０，
２４１，０００円

愛 媛 県 報平成３０年２月１３日 第２９４９号

７６



�������
�公表第３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成３０年２月１３日

愛媛県監査委員 山之内 芳 夫

同 岡 田 清 隆

同 大 西 渡

同 三 宅 浩 正

松 山 市 平成２８年度
新ふるさと
づくり総合
支援事業費
補助金

里島体験滞在型
交流施設整備

８，
６３５，６８０円

３，
０００，０００円

〃 〃 防災人づくり地
域創生事業

３，
０７３，２４０円

１，
５３６，０００円

公立大学法人
愛媛県立医療技
術大学

平成２８年度
公立大学法
人愛媛県立
医療技術大
学運営費交
付金

愛媛県立医療技
術大学の運営費

６７４，
２９９，０００円

６７４，
２９９，０００円

〃 平成２８年度
愛媛県介護
人材研修等
支援事業費
補助金

介護人材研修に
係る経費

８，
０１１，６９９円

８，
０１１，０００円

公益財団法人
えひめ産業振興
財団

平成２８年度
愛 媛 県 創
業・経営基
盤強化総合
事業費補助
金

新事業創出、地
域資源発掘等に
係る支援体制整
備

４４，
３８５，３８３円

４４，
０３８，０００円

〃 平成２８年度
愛媛県高度
ＩＴ人材創
出・育成事
業費補助金

高度ＩＴ人材研
修、異業種交流
研修等

３，
７３４，０１４円

２，
１０９，９７２円

〃 平成２８年度
愛媛県下請
企業振興事
業費補助金

下請企業振興に
係る支援体制整
備

１７，
００４，６６８円

１７，
００４，６６８円

愛媛県森林組合
連合会

平成２８年度
原木しいた
け等生産基
盤強化事業
費補助金

原木きのこ生産
拡大支援、生産
加工施設整備等

１９，
４１１，４００円

１９，
１０８，０００円

〃 平成２８年度
愛媛県造林
事業補助金

機能回復整備
（花粉発生源植
え替え等）

２３，
１６２，８４１円

１０，
０３３，２２０円

社会福祉法人
愛媛県社会福祉
協議会

平成２８年度
愛媛県生活
福祉資金貸
付事業費補
助金

低所得者自立更
生の貸付金貸付

６７，
０２４，０４９円

２９，
４２２，０００円

〃 平成２８年度
愛媛県日常
生活自立支
援事業費補
助金

認知症高齢者等
の自立支援

４１，
２９９，０００円

４１，
２９９，０００円

〃 平成２８年度
愛媛県福祉
サービス苦
情解決事業
費補助金

苦情処理体制整
備

６，
８４５，０００円

６，
８４５，０００円

〃 平成２８年度
愛媛県保育
士修学資金
貸付事業費
補助金

保育士修学資金
貸付

５１０，
２７６，４８５円

５１０，
２７６，４８５円

〃 平成２８年度
愛媛県明る
い長寿社会
づくり推進
機構運営費
補助金

機構運営費等 １３，
６６９，０００円

１３，
６６９，０００円

公益財団法人
えひめ農林漁業
振興機構

平成２８年度
愛媛県農地
中間管理事
業等推進費
補助金

農地中間管理機
構の運営費

３９，
５５８，０００円

３９，
５５８，０００円

〃 平成２８年度
新規就農促
進対策事業
費補助金

新規就農促進対
策（相談窓口運
営、人材育成、
就農促進事業
等）

７，
６９３，０００円

７，
６９３，０００円

〃 平成２８年度
愛媛県新規
就農総合支
援事業費補
助金

新規就農総合支
援（給付金給付
等）

１０５，
７７１，０００円

１０５，
７７１，０００円

〃 平成２８年度
愛媛県森林
整備担い手
確保育成対
策事業費補
助金

担い手支援セン
ター事業、貸付
用林業機械整備
等

１９，
７６９，６００円

１６，
９６９，６００円

一般財団法人
愛媛県廃棄物処
理センター

平成２８年度
愛媛県廃棄
物処理セン
ター運営費
補助金

愛媛県廃棄物処
理センターの運
営 費（人 件 費
等）

２２，
０８３，７２２円

２２，
０８３，７２２円

公益財団法人
松山観光コンベ
ンション協会

平成２８年度
愛媛県観光
集客力向上
支援事業費
補助金

台湾との国際交
流イベントの開
催経費

１１，
００７，２２０円

５，
０００，０００円

監 査 対 象 機 関
監 査 年 月 日

団 体 名 基 本 金 等

公立大学法人
愛媛県立医療技術
大学

設立
平成２２年４月１日

基本金額
２，２０６，１７９，０００円

県出捐額
２，２０６，１７９，０００円

平成２９年１２月１８日

公益財団法人
愛媛県暴力追放推
進センター

設立
平成４年４月２４日

基本金額
６００，０００，０００円

県出捐額
３００，０００，０００円

〃

公益財団法人
えひめ産業振興財
団

設立
昭和６１年１１月１日

基本金額
２，０２９，３３７，０００円

県出捐額
６４０，０００，０００円

平成２９年１２月２０日

公益財団法人
えひめ海づくり基
金

設立
昭和６１年１２月１２日

基本金額
２，６３２，２００，０００円

県出捐額
７８５，０００，０００円

〃

公益財団法人
えひめ農林漁業振
興機構

設立
昭和４６年９月８日

基本金額
１５，０００，０００円

県出捐額
１０，６５０，０００円

平成２９年１２月２１日

愛 媛 県 報平成３０年２月１３日 第２９４９号

７７



教育委員会規則

�������
�公表第４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成３０年２月１３日

愛媛県監査委員 山之内 芳 夫

同 岡 田 清 隆

同 大 西 渡

同 三 宅 浩 正

�愛媛県教育委員会規則第１号
愛媛県県立学校管理規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３０年２月１３日

愛媛県教育委員会

教育長 井 上 正

愛媛県県立学校管理規則の一部を改正する規則

愛媛県県立学校管理規則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

一般財団法人
愛媛県廃棄物処理
センター

設立
平成５年９月１日

基本金額
１０，０００，０００円

県出損額
２，５００，０００円

〃

公益財団法人
松山観光コンベン
ション協会

設立
平成３年１月１０日

基本金額
５２１，０００，０００円

県出損額
１５０，０００，０００円

〃

（監査の結果）

平成２８年度事業に係る出納その他の事務について、それぞれ監査を実

施したところ、おおむね良好と認められた。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

愛 媛 県 営 住 宅 管 理 グ ル ー プ 平成２９年１２月１８日

公益財団法人えひめ産業振興財団 平成２９年１２月２０日

愛 媛 県 森 林 組 合 連 合 会 〃

社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 平成２９年１２月２１日

特定非営利活動法人ラ・ファミリエ 〃

（監査の結果）

平成２８年度において実施された公の施設の指定管理者に係る出納その

他の事務について、それぞれ監査を実施したところ、おおむね良好と認

められた。

公 の 施 設 の
管 理 委 託 団 体 公 の 施 設 の 名 称 委 託 金 額

愛媛県営住宅管理グループ 中予地方局管内県営住宅 １６８，８７４，０００円

公益財団法人
え ひ め 産 業 振 興 財 団

テクノプラザ愛媛 ８９，８１３，０００円

愛媛県森林組合連合会 えひめ森林公園 ２３，２３９，８６０円

社会福祉法人
愛媛県社会福祉協議会

愛媛県総合社会福祉会館 ５８，９９２，０００円

特定非営利活動法人
ラ ・ フ ァ ミ リ エ

ファミリーハウスあい ０円

改 正 後 改 正 前

（学期）

第５条 学校教育法施行令（昭和２８年政令第３４０号。以下「施行

令」という。）第２９条第１項に規定する学校の学期は、次のとお

りとする。

�～� 省略

２ 省略

（休業日）

第６条 施行令第２９条第１項に規定する学校の休業日は、次のとお

りとし、当該休業日の総日数は、６６日以上７８日以内とする。

�～� 省略

２ 省略

３ 校長は、教育上必要があると認めるときは、第１項各号の

休業日のほか 、あらかじめ教育長に届け出て、

秋季休業日又は家庭及び地域における体

験的な学習活動その他の学習活動のための休業日（以下「体験的

学習活動等休業日」という。）を設けることができる。この場合

において、同項各号の 休業日並びに秋季休業日及び体験的学

（学期）

第５条 学校教育法施行令（昭和２８年政令第３４０号。以下「施行

令」という。）第２９条 に規定する学校の学期は、次のとお

りとする。

�～� 省略

２ 省略

（休業日）

第６条 施行令第２９条 に規定する学校の休業日は、次のとお

りとし、当該休業日の総日数は、６６日以上７８日以内とする。

�～� 省略

２ 省略

３ 校長は、教育上必要があると認めるときは、第１項に規定する

休業日のほかに、あらかじめ教育長に届け出て、９月１５日から１０

月３１日までの間において秋季休業日

を設けることができる。この場合

において、同項に規定する休業日及び 秋季休業日

愛 媛 県 報平成３０年２月１３日 第２９４９号

７８



附 則

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、第５条第１項及び第６条第１項の改正規定は、公布の日から施行する。

習活動等休業日の総日数は、同項に規定する総日数の範囲内とす

る。

４・５ 省略

の総日数は、同項に規定する総日数の範囲内とす

る。

４・５ 省略

平成３０年２月１３日 発行

愛 媛 県 報平成３０年２月１３日 第２９４９号

７９


